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「精神障害者退院支援施設」に関する質問並びに要望書

　私たちは、数多くの団体が共同して、精神障害者の「地域移行型ホーム」、「退院支援施設」の撤回とピアサポートの充実等を求めて、貴職への要望を続けてまいりました。

　去る３月23日に、「退院支援施設」に関する交渉の場で、「退院支援施設の運営等に対する指導要項（案）」が示されました。しかし、重大な疑問が浮かび上がり、懸念は深まるばかりです。このことを受けて、緊急に質問並びに要望をとりまとめました。
　３月27日の国会で「退院支援施設に移ることにより、精神科病院に入院という数字からは除外される」との厚生労働省からの答弁があった通り、この「退院支援施設」構想は精神科病床の「看板かけかえ」と見た目だけの「入院患者の減少」という「数字あわせ」になってしまいます。

　これまでの国の精神障害者に対する隔離収容政策が、世界に類を見ない数の精神科病床と長期に及ぶ「社会的入院」を生み出してきました。「社会的入院」を余儀なくされるということ自体、精神障害者の人権侵害に他なりません。

　そうした歴史を反省することなく、「退院支援施設」構想を進めていくことは、形を変えた隔離収容政策を継続させるものであり、認められるものではありません。さらには、日本におけるノーマライゼーションのあり方を根本から歪めることにもなり、精神障害者はもとより、身体・知的・難病等、全ての障害者の生活にも大きな影響を及ぼします。

　真に病院から地域生活への移行を進めていくために今求められているのは、退院促進事業・ピアサポート・地域での住まいやホームヘルプの充実です。

　以上の認識に基づき、以下の通り、質問並びに要望します。

記
１．去る３月23日に示された「精神障害者退院支援施設の運営等に関する指導事項（案）」に関して、以下の点について明らかにして頂きたい。

①「退院支援施設」に設置される「地域移行推進協議会」について誰が人選・任命するか、協議会の構成とその中での必須メンバーはどのようなものか、事務局はどこになるのか？

実施状況の評価や必要な調整を行う役割とされている、この委員会の第３者性はどのようにして担保されるのか？

②ハード（設備）面での対応として言われている、「病院との一定の独立性の確保」とは何をもってなされたとするのか？

例えば、玄関、浴室、トイレ、食堂、給食・厨房等の各項目について、病院と「退院支援施設」が同一でも認められるのか？

③「標準利用期間は２年、ないし３年」となっているが、「病院との往復＝長期在所化」を市町村審査会がチェックできるのか？

④地域移行の有効事例もふまえて「退院支援施設」の地域移行に関して、マニュアルを作成中と聞くがいつ出来上がるのか、４月１日までに完成するのか？現時点での案を示して頂きたい。

２．上記のような疑問点が残ったまま、マニュアルも出来上がっていない状況の中、４月１日の強行実施せずに、今後とも話し合いを続けられたい。
